
教
職
員
の
服
務
に
つ
い

て
の
要
望
書
を
提
出

３
月
２
日
、
全
滋
賀
教
組
・

高
教
組
・
滋
障
教
は
連
名
で
、

「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策

に
お
け
る
教
職
員
の
服
務
に
関

す
る
要
望
書
」
を
県
教
育
委
員

会
に
提
出
し
ま
し
た
。

要
望
書
の
中
で
は
、
時
間
講

師
に
つ
い
て
、
文
科
省
Ｑ
＆
Ａ

に
基
づ
い
た
対
応
を
基
本
と
し
、

不
利
益
が
出
な
い
よ
う
に
せ
よ

と
要
求
し
ま
し
た
。

文
科
省
の
Ｑ
＆
Ａ

文
科
省
は
Ｑ
＆
Ａ
で
、
次
の

よ
う
な
対
応
を
求
め
て
い
ま
す
。

「
非
常
勤
講
師
に
つ
い
て
は
、

授
業
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、

授
業
準
備
、
年
度
末
の
成
績
処

理
や
児
童
生
徒
の
家
庭
学
習
の

支
援
な
ど
の
業
務
を
行
う
こ
と

に
よ
り
、
引
き
続
き
休
校
中
に

お
い
て
も
任
用
す
る
こ
と
が
考

え
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
各

教
育
委
員
会
に
お
い
て
、
当
該

非
常
勤
講
師
の
任
用
形
態
や
学

校
の
運
営
状
況
等
を
踏
ま
え
な

が
ら
、
適
切
な
対
応
を
お
願
い

し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
」

県
教
委
は
、
業
務
を
行

う
こ
と
で
予
算
内
の
報

酬
を
支
給
す
る
こ
と
を

校
長
に
連
絡

県
教
委
は
、
２
０
１
７
年
３

月
３
１
日
、
「
非
常
勤
講
師
報

酬
対
象
業
務
の
拡
充
に
つ
い
て
」

で
、
非
常
勤
講
師
の
報
酬
に
つ

い
て
は
、
従
前
の
「
原
則
授
業

時
間
を
そ
の
支
払
対
象
」
か
ら

「
授
業
の
打
合
せ
、
教
材
研
究
、

定
期
考
査
問
題
作
成
・
採
点
、

成
績
処
理
、
実
習
準
備
・
片
付

け
、
補
講
授
業
等
」
に
拡
大
し

ま
し
た
。
今
回
は
、
こ
の
運
用

を
更
に
拡
大
解
釈
す
る
こ
と
で
、

年
度
当
初
の
予
算
の
範
囲
内
で
、

業
務
に
対
す
る
報
酬
を
支
給
す

る
と
し
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
、
「
児
童･

生
徒

が
い
な
い
こ
と
を
理
由
に
勤
務

時
間
数
を
制
限
す
る
」
よ
う
な

こ
と
は
行
わ
れ
ま
せ
ん
。

非
常
勤
講
師
が
、
「
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策

に
伴
う
休
校
で
子
の
世

話
を
行
う
必
要
が
あ
る
」

場
合
の
対
応

右
に
示
し
た
「
子
の
世
話
」

な
ど
の
場
合
、
県
教
委
は
有
給

の
特
休
で
対
応
で
き
る
こ
と
を

３
月
２
日
に
通
知
し
ま
し
た
。

（
2
ペ
ー
ジ
参
照
）

非
常
勤
講
師
の
場
合
、
１
週

間
の
勤
務
日
が
３
日
以
上
な
ど

の
条
件
に
適
合
す
る
場
合
、
学

校
内
に
業
務
が
あ
る
こ
と
を
前

提
と
し
た
上
で
、
正
規
職
員
や

臨
時
講
師
等
と
同
様
に
有
給
の

特
休
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

< 1 >

2020年3月4日

教え子を再び戦場に送るな
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2020年3月2日

滋賀県教育委員会 教育長 福永 忠克 様

新型コロナウィルス対策における教職員の服務に関する要望書

安倍総理は、２月２９日、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、小中学校、高校などに臨時休

校を要請したことに関連し、（中略）保護者らが休職する際の「休業補償」として新たな助成金を創設

する考えを明らかにしました。（中略）

休校に伴って派生する職員の服務については、安倍総理の会見や文科省のＱ＆Ａに基づいての対応を

基本とする必要があります。教職員に不利益が生じないよう、以下の点について要望します。

記

１．臨時・非常勤職員の勤務について

日額制の臨時・非常勤職員の賃金に不利益がないよう取り扱うこと。とりわけ、児童･生徒がいな

いことを理由に勤務時間数を制限したり、年次有給休暇の取得を制限したりしないこと。

また、授業や子どもの指導が行われることが前提で任用されている教職員については、任用期間満

了まで任用を継続すること。

（要望の2、3は2ページ参照)

お手数ですが、全滋賀教組分会長にお渡し下さい。 本票含めて２枚


